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分譲におけるスケジュール（予定）

・公募要綱（申込書類）等配布開始
令和７年５月３０日（金）
[bookmark: _Hlk179446218]大阪港湾局泉州港湾・海岸部総務振興課

・公募用地に関する質疑応答受付
令和７年６月２日（月）から　同年８月１日（金）まで

・現地説明会
令和７年７月２日（水）

・申込受付
令和７年８月１８日（月）から令和７年８月２２日（金）まで
大阪港湾局泉州港湾・海岸部総務振興課 にて受付












令和７年８月下旬頃
・書類審査　⇒　買受適格者の決定

令和７年９月上旬頃
・買受適格者による入札（最低売却価格は８ページ参照）
⇒買受予定者の決定








令和７年９月下旬以降すみやかに
・府有財産売買に関する協定書の締結 (35ページ)
環境関係等の手続に向け、大阪港湾局と買受人との間で協定書を締結します。






上記協定書締結日以降（３年以内）
協定書で定める期間内に、ガス対策関係、建設業等の手続が完了または完了する見通しとなった後すみやかに
・府有財産売買契約締結  (37ページから42ページ)
・売買代金の納付
・土地の引渡
売買代金の納付確認後、土地の引渡及び所有権移転登記等を行います。









府有財産売買契約締結以降（２年以内）
産業廃棄物処理業関係の許可を取得し、操業を開始してください。
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Ⅰ．本　　編
１．公募の趣旨
大阪府では、大阪湾圏域広域処理場整備事業（大阪湾フェニックス計画）により、堺泉北港汐見沖地区の泉大津沖処分場（泉大津フェニックス）において廃棄物の埋立事業を進めています。
泉大津フェニックスは、140ｈａの安定型区画と65ｈａの管理型区画をあわせ、全体で205ｈａ（甲子園球場の約53倍）の面積を有しており、このうち安定型区画にある工業用地の一部（約５ｈａ）は、埋立計画に基づき、循環型社会の形成に寄与することを目的とした「リサイクル関連産業用地」として定めています。
大阪港湾局では、「リサイクル関連産業用地」として定めた工業用地において、「廃棄物等」を用いて「再生利用（リサイクル）等」を行う事業者の誘致を進めており、「廃棄物等」を用いて「再生利用（リサイクル）等」を行う事業者を対象にした条件付一般競争入札による公募を行います。※条件については、「６　申込資格（条件）」を参照。
２．公募用地の概要
(1)　所在地：大阪府泉大津市夕凪町13番３
(2)　土地利用に関する条件（都市計画）
①　地域地区
	用途地域
	容積率
	建ぺい率
	備考

	準工業地域
	200％
	60％
	建築基準法（昭和25年法律第201号）第53条第３項の規定により、建ぺい率が緩和される場合があります。


②　臨港地区：工業港区
(3)　ガス対策
　　　本物件は、廃棄物による埋立地のため、ガスが発生する場所があります。
　　　詳細については、13ページ及び別冊の参考資料を参照してください。
３．公募する区画
	区 画
	面　　　積

	イ 区画
	   15,000.05㎡  （約4,538坪）

	· 区画の所在は、区画配置図（18ページ）を参照願います。


４．買受予定者の決定方法
本公募は、条件付一般競争入札で行います。
公募用地の最低価格は「１０.買受予定者の決定（入札手続等）」に記載しています。
５．公募するリサイクル関連事業及び施設の要件
公募するリサイクル関連事業については、以下(1)から(6)までの要件を、また、整備する施設については以下(7)から(13)までの要件を全て満たさなければなりません。
なお、本要綱にある「廃棄物等」とは循環型社会形成推進基本法（平成12年法律第110号）第２条第２項に規定する廃棄物等をいいます。

1  リサイクル関連事業について
(1)  廃棄物等の全部又は一部を原材料として利用し、循環型社会形成推進基本法第2条第4
項に規定する「循環的な利用」を行う事業であること。
(2)  廃棄物等の全部又は一部を加工し（修理及び廃製品等を解体し売却可能な部品の取り出
しを含む。）、製品にする事業であること。
(3)  廃棄物等の最終処分（埋立処分又は海洋投入処分）のための処理のみを行う事業でない
こと。
(4)  廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）に規定する特別管理一
般廃棄物又は特別管理産業廃棄物のうち感染性産業廃棄物、廃PCB等、PCB汚染物、PCB
処理物、ダイオキシン類及び廃石綿等を扱う事業でないこと。
(5)  放射性物質を扱う事業でないこと。
(6)  ｢原材料(廃棄物等)、半製品、製品等｣(以下｢原材料等｣という。)の輸送は、大阪港、堺泉北港、阪南港その他大阪港湾局が運営する港湾の利用に努めなければならない。
ただし、大阪港湾局運営の公共岸壁等で原材料となる廃棄物等を積み下ろしすることは
できず、また加工された製品についても形状等により、公共岸壁等からの積み出しができ
ない場合があります。


② 整備する施設について
(7)　屋内保管及び屋内作業を行うこと。
※　屋内保管及び屋内作業とは、屋根、壁等により囲われた建物内（テント建物等を含む。）での保管及び作業をいう。降雨を防ぐための屋根だけのものは含まない。
  (8)　施設の床面は全面コンクリート舗装すること。液状廃棄物を扱う場合は、さらに床面を不透水性の材料により舗装するとともに、外部への流出防止のための防液堤を設置すること。
  (9)　周辺地域及び企業に粉塵による影響が及ばないよう、作業内容や工程に応じて集塵設備を設けること。
(10)　悪臭を発生するおそれのある原材料等を扱う場合、作業内容や工程に応じて脱臭装置を設けるとともに、密閉できる構造のピットや配管を設け、悪臭が外部に漏れないよう保管、作業を行うこと。
(11)　発火、爆発又は腐敗のおそれのある原材料等を扱う場合は、事故防止のための設備を設置するとともに、廃棄物の性状により適切な保管及び作業を行うこと。
(12)　工場や事業場等からの排水は、下水管（汚水）に接続すること。排水が下水の排水基準を超える場合は除害施設を設けること。
(13)　周辺の美観を損なわないよう配慮すること。

【参考】
　循環型社会形成推進基本法（平成12年法律第110号）抜粋
（定義）
第２条　この法律において「循環型社会」とは、製品等が廃棄物等となることが抑制さ
れ、並びに製品等が循環資源となった場合においてはこれについて適正に循環的な利
用が行われることが促進され、及び循環的な利用が行われない循環資源については適
正な処分（廃棄物（ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカ
リ、動物の死体その他の汚物又は不要物であって、固形状又は液状のものをいう。以
下同じ。）としての処分をいう。以下同じ。）が確保され、もって天然資源の消費を抑
制し、環境への負荷ができる限り低減される社会をいう。 
２　この法律において「廃棄物等」とは、次に掲げる物をいう。
一　廃棄物
二　一度使用され、若しくは使用されずに収集され、若しくは廃棄された物品（現に使用されているものを除く。）又は製品の製造、加工、修理若しくは販売、エネルギーの供給、土木建築に関する工事、農畜産物の生産その他の人の活動に伴い副次的に得られた物品（前号に掲げる物を除く。） 
３　この法律において「循環資源」とは、廃棄物等のうち有用なものをいう。 
４　この法律において「循環的な利用」とは、再使用、再生利用及び熱回収をいう。 
５　この法律において「再使用」とは、次に掲げる行為をいう。 
一　循環資源を製品としてそのまま使用すること（修理を行ってこれを使用することを含む。）。 
二　循環資源の全部又は一部を部品その他製品の一部として使用すること。 
６　この法律において「再生利用」とは、循環資源の全部又は一部を原材料として利用することをいう。 
７　この法律において「熱回収」とは、循環資源の全部又は一部であって、燃焼の用に供することができるもの又はその可能性のあるものを熱を得ることに利用することをいう。 
８　この法律において「環境への負荷」とは、環境基本法（平成5年法律第91号）第2条第1項 に規定する環境への負荷をいう。
６．申込資格（条件）
公募の申込については、個人、法人（共同企業体含む）を問いませんが、次に掲げる(1)から(5)までの要件を満たす条件のいずれも備えている者とします。申込書の申請者欄に記載された方が売買契約における買受人となります。
(1) 「５．公募するリサイクル関連事業及び施設の要件」の(1)から(6)までの事業及び(7)か
ら(13)までの施設の整備を自ら行おうとする者であり、将来も当該事業を継続する能力を
有する者であること。
(2)  売買代金を滞りなく支払う能力を有する者。
(3)　事業を行う者にあっては、当該事業に必要な免許、許可その他の資格を有する者（資格
取得が見込まれる者を含む。）であり、関係法令、大阪府の定める条例等のほか、本要綱
の規定を遵守する者であること。
(4)  公害の防止や環境保全等に関し、関係機関と十分協議を行うとともに、関係法令、大阪
府の定める条例等のほか、本要綱の規定に従い、必要かつ十分な措置を講じる施設である
こと。また、建築物の外観等は、周辺環境に配慮した施設であること。
(5)　次のアからサまでのいずれにも該当しない者であること。また、法人や団体にあっては、
その役員がアからサまでのいずれにも該当しない者であること。
ア　成年被後見人
イ　民法の一部を改正する法律（平成11年法律第149号）附則第３条第３項の規
定によりなお従前の例によることとされる同法による改正前の民法（明治29年法律第
89号）第11条に規定する準禁治産者
ウ　被保佐人であって、契約締結のために必要な同意を得ていないもの
エ　民法第17条第１項の規定による契約締結に関する同意権付与の審判を受けた被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ていないもの
オ　民法第６条第１項の規定による営業の許可を得ていない未成年者又は営業の許可を得ていても入札、契約行為について制限をされている未成年者
カ  破産法（平成16年法律第75号）第２条第４項に規定する破産者で復権を得ないもの
キ  和議、破産、民事再生、会社更生又は会社整理の申立て中の者
ク　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第32条第
１項各号、並びに大阪府暴力団排除条例（平成22年大阪府条例第58号）第２条第２号及び第４号に掲げる者
ケ　無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第
５条第１項に規定する観察処分を受けた団体に該当する者
コ　大阪府税（大阪府に事業所が無い場合など、大阪府税の納入義務がない者は、本店所
在又は本人在住の都道府県税）に係る徴収金を滞納していること。（大阪府港湾施設条
例に基づく使用料や普通財産用地に係る賃貸料等を含む。）
サ　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167 条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者（同項各号のいずれかに該当すると認められることにより、大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受け、その措置期間を経過した者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人として使用する者 

（注意） 
○　申込者が上記の申込資格を備えていると認められない場合は、失格とします。
〇　２人以上の共有名義での申込が可能です。
　・　所有権を共有で登記する場合、必ず共有名義でお申込みください。
　　　この場合、代表者１名が申込手続や買受申込金の納入等を行ってください。
○　２者以上の連名（共同企業体）による申込みは、以下の条件を満たすこと。
・　構成事業者全員が申込資格を備えていること。
· 契約から生じるすべての債務について、構成事業者全員が連帯して責任を負う
こと。
・　申込にあたっては、あらかじめ１つの法人を代表者（以下「代表法人」という）
と定め、その代表法人が申込及び事業に必要な諸手続を行うこと。
・　公募用地に工作物を設置する場合は、原則として、代表法人がその所有権及び管
理運営等の主体となるように定めること。
７．暴力団の排除に関する措置
大阪府暴力団排除条例（平成22年大阪府条例58号）に定める暴力団による不当な行為そ
の他暴力団を利する行為を防止するため、次のとおり必要な事項を定めます。
[bookmark: _Hlk170481696](1)　申込みの際に、申込人（全ての連名者を含む）は書面により暴力団員又は暴力団密接関係者に該当しないことを表明・誓約していただきます（詳細は７ページの「９．申込書類等（2）添付書類」を参照ください）。
(2)　申込みの後に、申請書、申込み時の表明・誓約が虚偽であった場合や、暴力団員又は暴力団密接関係者であることが判明した場合は、申込みを取消します。
(3)　申込みの後に、誓約書を提出した者が、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めるときは、その旨を公表することがあります。
(4)　申込人自ら又は第３者を利用して次のいずれかに該当する行為をした場合、申込みを取
り消すものとします。
①  暴力的な要求行為
②  申込みに関して、脅迫的な言動をし、又は暴力的な用いる行為
③  その他各号に準ずる行為
８．申込手続（申込書の配布・質疑応答受付・説明会・申込書の受付）
(1)　公募要綱（申込書類）の配布
	期　間
	令和７年５月30日（金）から同年８月15日（金）まで
ただし、土曜日、日曜日、祝日を除く

	時　間
	午前９時30分から午後４時まで

	場　所
	大阪港湾局 泉州港湾・海岸部 総務振興課　企業誘致担当
泉大津市なぎさ町６番１号（堺泉北港ﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ10階）
　電話0725-21-7203（ダイヤルイン）


（注）大阪港湾局のホームページの下記アドレスからも取得可能です。
https://www.pref.osaka.lg.jp/o150010010/kowan/kigyouyuchi/r7recycle.html

(2)　公募用地に関する質疑応答受付
	受付期間
	令和７年６月２日（月）から同年８月１日（金）まで

	質問方法
	電子メールによる質問のみ受け付けます。様式は問いません。
なお、以下の2点に留意してください。
①　件名は、「泉大津フェニックス公募用地に関する質問」としてください。
②　質問者の会社名、部署名、担当者名、電話番号を記載してください。
これらの記載のないものは回答いたしません。
メール送信先：kowankyoku@sbox.pref.osaka.lg.jp

	回　答
	第1回目回答　　令和７年６月２７日（金）予定
最終回答　　　　令和７年８月　８日（金）予定
大阪港湾局ホームページへの掲載（下記アドレス）により回答・公表します。
http://www.pref.osaka.lg.jp/o150010010/kowan/kigyouyuchi/r7recycle.html

なお、質問提出者に対して個別に直接回答は行いません。
また、回答について質問提出者の名称は記載しません。
（注意）
・質問内容により回答が遅れる場合があります。
・公募用地に関する事項でない場合や入札の公正性・公平性等を阻害するおそれのある事項についてはお答えできません。




 (3)　現地説明会
	日　時
	令和７年７月２日（水）午後２時　（雨天決行）

	場　所
	現地（公募用地）集合：泉大津市夕凪町13番３

	申込方法
	希望される方は、大阪港湾局 泉州港湾・海岸部 総務振興課まで電話（0725-21-7203　ダイヤルイン）で申込をしてください。

	中止基準
	現地説明会開始２時間前時点で泉大津市において気象警報（津波、高潮にあっては注意報）が発令されている場合は、現地説明会を１週間後の同時刻に延期させていただきます。
ただし、その日も気象警報が発令された場合には、更に１週間延期します。
気象状況は、こちらから確認できます。
⇒ https://www.osaka-bousai.net 



（注）現地説明会でご質問いただいた内容については、公知の事実であるものを除き、「８.－(2) 公募用地に関する質疑応答受付」におけるご質問として、後日、大阪港湾局ホームページへの掲載により回答・公表します。

 (4)　申込受付
公募申込書類（９.－(1)、(2)参照)を作成の上、下記のとおり、申込受付場所に直接持参してください。郵送等による申込は受け付けません。
なお、お越しの際は、必ず下記まで事前に連絡いただきますようお願いします。

	受付期間
	令和７年８月18日（月）から令和７年８月22日（金）まで

	受付時間
	午前９時30分から午後４時まで

	受付場所
	大阪港湾局 泉州港湾・海岸部 総務振興課　企業誘致担当
泉大津市なぎさ町６番１号（堺泉北港ﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ10階）
電話0725-21-7203（ダイヤルイン）


 　
(注)　申込受付後の取扱いについて
①　申込内容の変更はできません。
②　申込内容や審査に関する質疑、照会には応じることはできません。


９．申込書類等
　 申込にあたっては、次の(1)及び(2)の書類を各１部提出してください。
申込内容について照会、確認を行う場合がありますので、申込書類一式は、必ず写し(コピー)をとって、保管しておいてください。
(1)　申込書類
	公募申込書【様式】
（1-1.申込概要、1-2.企業グループ概要（※企業連合の場合のみ）、1-3.事業実績）

	事業計画書【様式】
（2-1.事業概要、2-2-①.施設計画、2-2-②.実施体制（組織図）、2-3.建設概略スケジュール、2-4.土地利用計画図（施設配置図及び立面図）


　（注）
ア 応募は1者1提案とします（共同企業体構成員として参加する場合を含む）。
イ 申込書類はＡ４サイズのモノクロ（白黒）としてください。
ウ 申込書類の提出に際しては、Ａ４ファイルに綴って提出してください。
エ 表紙及び背表紙にはタイトルと提案団体名を記入してください。
＜記入例＞「泉大津フェニックス工業用地公募」申込書　株式会社○○（法人名）Ａ４版で記載してください。
オ 書類提出後の差し替えは認めません（大阪府が補正等を求める場合を除く）。
カ 提出書類に虚偽の記載をした者は本件への参加資格を失うものとします。

(2)　添付書類（以下のアからキまでで必要なもの：各１部）
ア　誓約書
イ　法人登記事項証明書（法人登記簿謄本）又は住民票（個人で申し込む場合のみ）
ウ　会社概要（会社案内パンフレット等で事業実績・営業経歴が示されたもの）
エ　決算報告書（直近３年の決算を示す書類）
オ　大阪府税事務所（ただし、大阪府税の納入義務がない者に限り、本店所在又は本人在住の都道府県税事務所）の発行する全税目の納税証明書
（「都道府県税及びその附帯徴収金に未納の徴収金の額のないこと」の納税証明書（発行日から１か月以内のものに限る。））
なお、申込者住所と異なる住所の納税証明書については、申込者住所と納税証明書に住所記載している支店等との関係性が確認できる資料を添付すること。
（例：ホームページ上での申込者と支店等との関係を示す会社概要を抜粋した資料）
カ　事業について免許、許可又は登録を要するものは、免許、許可書又は登録証の写し
　　なお、事業実施までに取得する必要のある免許及び許可等については、公募申込書類（様式２－１）「２. 事業計画書　２－１ 事業概要 ⑩事業実施に必要な許可等及びその取得予定」に現時点での取得予定日の詳細を記載してください。
　　キ  処理（加工）施設の処理能力の算定根拠資料
（注）
○　登記事項証明書等は、申込日前３か月以内に発行されたもの
○　２者以上の連名による申込の場合は、代表企業及び構成企業の全てが各添付書類を提出してください。
○　組合、社団等の場合は、別途、構成員の名簿等を提出してください。
○　申込に当たって虚偽の記載がなされた場合は、申込を無効とします。
○　申込の際に提出された書類は、一切返却しません。
○　必要に応じ、申込書類以外に資料や図面等の提出を求め、現地調査を行う場合
があります。
１０．買受予定者の決定(入札手続等)
(1)　書類審査
申込者について、申込書類等をもとに、次の事項を審査し、公募要綱に掲げる申込条件に適合するか否かの判断を行います。
(審査事項)
申込資格、事業内容（①リサイクルゾーンへの立地目的に合致するかどうか、
②環境・都市計画等の法規制に明らかに反していないか、③大阪港湾局運営
の港湾の利用予定、財務状況及び緑地率等）



　

審査をクリアされた申込者（以下「買受適格者」という。）には、大阪港湾局から入札の案内を送付しますので、この案内に従って、入札を行っていただきます。　
(2)　入札手続
買受適格者を対象に、令和７年９月上旬（書類審査終了後、別途日時をご案内します。）に入札手続を行います。
最低売却価格は、１，０９５，００４，０００円（消費税は非課税)です。
（1㎡あたり ７３，０００円(同)）
買受適格者は、入札書に入札金額及び必要事項を記載、押印の上、指定された日時に、入札保証金の納付を証する納付書の写し（コピー）とともにご持参ください。指定された日時までに持参されない場合、失格となります。
　なお、開札日時についても別途ご案内しますが、最も高い価格の方が2者以上あるときは、くじ引きにより落札者を決定します。
最低売却価格以上の価格で入札した方の中で、最も高い価格の方を落札者(以下、「買受予定者」という。)とします。
[bookmark: _Toc189060369]買受予定者として決定された場合には、大阪府暴力団排除条例第2条第2号及び第4号に掲げる者の該当の有無を確認するために必要となる書類として、買受予定者（全ての連名者を含む）が個人の場合は住民票等を、法人の場合は履歴事項全部証明書若しくは現在事項全部証明書及び役員名簿（氏名、読み仮名、生年月日が分かるもの）を、大阪府の求めに応じ速やかに提出していただきます。
(3)　買受予定者決定後の辞退における取扱い
　 買受予定者決定後から府有財産売買契約に関する協定書の締結までの間に、同買受予定者から辞退の申出があった場合、入札における次点の事業者が買受予定者となります。

＜入札保証金について＞
入札にあたっては、入札保証金として、入札金額の100分の５(円未満は切り上げ)
以上を別途送付する納付書で納付することが必要です。
なお、入札書の提出期限までに納付がない場合及び入札金額の100分の５(円未満は切
り上げ)未満の納付の場合は、失格となります。また、入札手続き後、落札者以外の方に
は、入札書に記載いただいた口座へ返金いたします。
　落札者決定後、落札者の方が納入頂いた入札保証金は、府有財産売買に関する協定書
（P.35）締結時においては、買受予約金として取り扱い、府有財産売買契約（P.37）の締
結時においては、売買代金に充当します。
(注) 入札保証金には、利息は付きません。
１１．府有財産売買に関する協定書の締結　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(1)　契約に向けた協定書の締結
買受予定者の決定通知を受けた者は、当該通知後速やかに、大阪府と府有財産売買に関する協定書(以下「協定書」という。35ページ参照)を締結する必要があります。なお、理由なく買受予定者の決定通知の日から２か月以内に協定書が締結されない場合は、買受予定者の決定を取り消すことがあります。
なお、同買受予定者が協定書締結期日までに協定書を締結しなかった場合又は申込資格に該当しなくなった場合には、納付された入札保証金は大阪府に帰属します。
また、この場合において、同買受予定者は、令和9年3月31日までの間は、大阪港湾局が実施する不動産(大阪市内を除く)に関する公募に参加することができませんので、ご注意ください。
(2)　主な内容
①  本契約を締結する期限（買受予定者の決定通知日から３年以内）
なお、買受予定者が契約締結期日までに契約を締結しなかった場合、納付された買受予約金は大阪府に帰属します。
また、この場合において、同買受予定者は、令和11年3月31日までの間は、大阪港湾局が実施する不動産(大阪市内を除く)に関する公募に参加することができませんので、ご注意ください。
②  契約金額（売買金額）
③　買受予約金の金額、取扱及び返還について
１２．府有財産売買契約書の締結等
　(1)　契約の締結
協定書に従い、協定書で定める期間内に、環境・都市計画関係等の手続きが完了または
完了する見通しとなった後、大阪府と買受予定者との間で37ページから42ページに示す
契約書を締結します。
入札実施後から、期間の経過がありますが、売買価格は落札価格となります。
なお、当該契約の締結に要する費用は、全て買受予定者が負担するものとします。
(2)　府有財産売買代金の納付
契約書発効時に、同契約書に定める売買代金(買受予約金として納付済みの金額を控除した額)を大阪府が発行する納入通知書により、直ちに全額納付していただきます。
(3)　土地の引渡及び所有権移転登記
大阪府は、用地を現状有姿のまま買受人に引渡すものとします。
土地の所有権は、売買代金の完納後、買受人に移転します。所有権移転登記は大阪府が行います。所有権移転登記に要する費用は、買受人の負担とします。
(4)　契約上の主な特約等
ア　買受人は、原則として物件の引渡後、２年以内に事業計画書に記載する事業の操業を
開始しなければなりません。
イ　買受人は、物件の引渡後から10年間（以下「指定期間」という。）、事業計画書に記載の用途（以下「指定用途」という。）に供さなければなりません。
ウ  買受人は、大阪府が求めた場合には、指定用途に沿った事業の運営を行っていること
を報告しなければなりません。
エ　指定期間内に大阪府の承認を得ないで、売買物件について売買、贈与、交換、出資等による所有権の移転若しくは当該物件に地上権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定（以下「所有権の移転等」という。）をし、又は合併をしてはなりません。
オ　アからエに定める特約に違反したときは、大阪府は買受人に対し、所定の違約金（物件売買代金の30％相当額）を徴収するとともに、買受人の負担において本物件を原状に回復させ（大阪府が本物件を原状に回復させることが適当でないと認めるときは除きます。）、物件の買戻しをすることができるものとします。その際の所有権移転登記等に要する費用は買受人が負担するものとします。
買戻しの期間は指定期間とし、所有権移転登記と同時に10年間を期間とする買戻
特約登記を行います。
カ　買受人は、物件の引渡後、当該物件における数量不足その他契約の内容に適合しな
いことを理由として、履行の追完の請求、売買代金の減額の請求、損害賠償の請求及
び契約の解除をすることはできません。
また、本物件内に地中埋設物、これに類するもの（コンクリート塊・鉱さい、混合
　 廃棄物、地盤強化剤、仮設道路整備に伴う路盤材及び設置物を含む）、土壌汚染対策法施行規則（平成十四年環境省令第二十九号）及び大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則（平成六年十月二十六日大阪府規則第八十一号）に規定される指定基準値を超過する土壌の存在の可能性がありますが、引渡は全て現状有姿で行い、これらに対し大阪府は一切の契約不適合責任を負いません。
　 キ　大阪府は、用地を現状有姿のまま買受人に引渡すものとします。
　(5)　ガス対策
埋立ガスの発生に伴う事故防止のため、事前に大阪府と十分協議した上で必要なガス対
策を安全が確保されるまで実施しなければなりません。また、このガス対策は、事業計画
の一部とみなし、変更する場合には、大阪府の承認を得なければなりません。
本件土地に設置されているガス抜き管を撤去してはいけません。ただし、大阪府の承認
を得た場合は、撤去できます。
(6)　開札結果の公表
買受予定者に決定した場合、買受予定者の住所氏名、土地の所在及び面積、当用地で行
う事業内容等を大阪府ホームページ等で公表しますので、あらかじめ了承ください。

１３．建築に関する条件等
建築物の建築及び施設の開設に当たっては、港湾法（昭和25年法律第218号）、都市計
画法（昭和43年法律第100号）、建築基準法（昭和25年法律第201号）、工場立地法（昭
和34年法律第24号）、その他の関係法令等を遵守するとともに、関係機関及び近隣等地
元関係者との協議、調整は、買受人自らの責任において行わなければなりません。
(1)　建築基準法
建築基準法第49条(特別用途地区)の規定に関わらず、同法第48条(用途地域等)第11項（準工業地域）の規定を遵守してください。
(2)　工場立地法
公募用地については、工場立地法に定める団地特例は設定されていませんが、令和４年
４月１日、泉大津市では「泉大津市国家戦力特別区域法第20条の2第1項の規定に基づく準則を定める条例」が施行され、以降、対象公募用地を含んだ当該区域における緑地及び環境施設それぞれの面積の敷地面積に対する割合が緩和されています。
　　　詳しくは、以下の泉大津市ホームページをご確認ください。
https://www.city.izumiotsu.lg.jp/kakuka/koushitsu/tiikikeizaika/syoukou/koujyourittihou/13296.html
　（参考）
・生産施設：敷地面積の30％から65％以内
・緑地：敷地面積の５％以上
・環境施設：敷地面積の10％以上（緑地を含む。）
(3)　建物の配置、形態及び意匠
①　敷地内の建物は整然と配置し、なるべく壁面線、軒高等をそろえてください。
②　建築物や看板等の形態及び意匠は、周辺との調和に配慮し、都市景観の形成に寄与す
るものとしてください。
(4)　環境保全対策について
施設の建設・運用に当たっては、公害を防止し、周辺の環境を保全するための必要かつ十分な措置を講じなければなりません。泉大津市、その他の関係機関等と十分協議を行い、その指導に従ってください。環境関連法令の規制基準の遵守はもとより、自主管理基準を設定するなど環境負荷の一層の低減に努めてください。
 (5)　環境関連法令等に係る届出、許可申請等
環境関連法令、大阪府生活環境の保全等に関する条例（平成６年大阪府条例第６号）、泉大津市環境保全条例（昭和51年条例第14号）等の適用を受ける施設を設置しようとする場合は、事前協議、届出、許可申請等の手続を行ってください（お問い合わせ先一覧はP.16）。
(6)　供給処理施設
①　上水道
公募用地南側の道路（汐見沖１号線）地下に埋設されている上水道本管（φ100）から買受人の負担により接続してください。詳細は、泉大津市都市政策部水道課給水装置係と協議してください。
②　下水道（分流方式）
  公募用地南側の道路（汐見沖１号線）地下に埋設されている雨水排水管（φ40及び汚水排水管（φ200）へは買受人の負担により接続してください。詳細は泉大津市都市政策部下水道課と協議してください。
　　  　 ＜雨水＞
　　　　    　雨水取付管、雨水桝とも買受人で設置してください。
　　　　  ＜汚水＞
　　　　　    汚水取付管、汚水桝とも買受人で設置してください。汚水管（本管、人孔）か
ら第１桝（公募用地一つ目の桝）までは泉大津市の管理となります。
　　　　　　　なお、産業排水は、法令等に定める基準値まで買受人において前処理することが必要となります。
③　電力
現在、整備しておりません。関西電力株式会社等にお申し込みの上、供給を受けてください。特別高圧の供給が必要な場合は、関西電力株式会社等と協議してください。
　　④　電話
現在、整備しておりません。西日本電信電話株式会社等にお申し込みの上、供給を受
けてください。
　　⑤　都市ガス、工業用水
整備しておりません。今後も整備の予定はありません。
 (7)　車両出入口
①　車両出入口は公募用地南側の道路（汐見沖１号線）に設置してください。設置に当た
っては、大阪港湾局及び大阪府公安委員会と協議の上、買受人の負担により工事を行ってください。
②　出入口の数は必要最小限とし、幅員は６ｍ以下（車両全長4.7ｍを越え8.5ｍ以下の
もの）または７ｍ以下（車両全長8.5ｍを越え12.0ｍ以下のもの）としてください。
ただし、大型車両の出入りが予想され、上記により難い場合は車両の軌跡図等により決定します。
(8)　駐車場
周辺道路等へ路上駐車が無いよう、企業、従業員及び来客用の駐車場を敷地内に整備してください。
(9)　地盤条件等
①　公募用地は、浚渫土砂、建設残土及び性状が安定している産業廃棄物（廃プラスチック類、ゴムくず、金属くず、ガラスくず及び陶磁器くず、がれき類の安定５品目）により埋め立てられています。したがって、地中にコンクリート塊等の障害物が埋存している可能性がありますが、引渡は全て現状有姿で行います。
なお、公募用地においては、良質残土による覆土厚を最低50㎝確保しています。
2 　掘削により処分が必要となる現地発生土（産業廃棄物混じりの現地発生土を含む。）については、買受人の負担により適正に処分を行ってください。また、一定面積（3,000㎡）以上の土地の形質変更（土地の形状を変更する行為全般をいう。（掘削と盛土など。））を行う場合等にあっては、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）等の規定により届出等が必要です。
3 　公募用地は、地盤改良・液状化対策が施工されていません。工場の規模や構造に　　　　よっては沈下のおそれがありますので、施設の建設に当たっては、当該地盤に対　　　 応した適切な措置を行ってください。
なお、大阪府は沈下の対応に関する一切の責任を負いません。施設の建設にあたっ
ては、買受人の責任において地盤状況を把握し、その結果に基づき、当該地盤に適した
工法の選択等、適切な措置を行ってください。
※　地盤等の情報については、「１６．お問い合わせ先」（大阪港湾局泉州港湾・海岸部事業企画・防災課地域調整担当）までご確認ください。
(10)　強風による越波及び高潮浸水想定区域について
公募用地は護岸から近いため、強風時に越波による影響を受ける場合があります。
また、水防法の規定に基づき浸水が想定される高潮浸水想定区域として指定されてい
ます。詳細は下記ホームページでご確認下さい。
https://www.pref.osaka.lg.jp/o150010010/kowan/bousai-kikikanri/takashioshinsuisoute.html

(11)　埋立ガスの発生及びその対策について
①　公募用地では、地中から埋立ガス（メタンガス及び硫化水素）が発生しています。
　 発生状況については （別冊）参考資料「１．埋立ガス測定結果」を参照してください。
②　埋立ガスの発生に伴う事故防止のため、建築物そのものにおけるガス対策及び建築
工事中におけるガス対策が必要となります。大阪府と協議した上で、買受人の負担によりガス対策を実施してください。（（別冊）参考資料「２．埋立ガス対策について」参照）
なお、大阪府は埋立ガス対策に係る一切の責任を負いません。
③　公募用地内の既設ガス抜き管については撤去できません。また、ガス抜き管より発
生するガスについては、ガスが滞留しないよう買受人の負担により適切な拡散措置を実施してください。
④　公募用地では、ガスの滞留しやすい地下構造物(密閉空間)の設置は禁止とします。
　　　⑤　大阪府では、建築工事中及び完了後に、ガス対策の実地確認を行います。
⑥　大阪府では、今後も継続して公募用地内でガスのモニタリングを行う予定ですので、
測定の際はご協力いただきますようお願いいたします。

１４．その他の遵守事項
(1)　大阪府事業への協力義務
泉大津フェニックスは埋立造成中のため、大阪府が実施する泉大津フェニックスの開発
その他の事業の推進に協力すること。
(2)　カーボンニュートラル形成に向けた取り組みへの協力
我が国における「2050年カーボンニュートラル」の実現に貢献するため、国土交通省で
は、輸入の99.6％を取り扱い、CO2排出量の約6割を占める産業の多くが立地する港湾に
おいて、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化等を通じて「カーボンニュートラルポート（CNP）」を形成することとしています。
この動きを踏まえ、大阪港湾局ではCNP形成に向け取り組んでおり、令和５年３月策定
のCNP形成計画では、温室効果ガス削減目標として、2030年には2013年度比で46％削減、2050年にはカーボンニュートラルを設定しています。事業者においては、温室効果ガスの排出計画を作成・提出する等、大阪港湾局のCNPの取組に協力をお願いします。
なお、作成・提出いただく排出計画について、今後、ヒアリングをさせていただく場
　　 合があります。
※　温室効果ガスの排出計画の作成・提出等については、契約後に大阪港湾局より取組についての説明を行い、協力を求めるものとします。
※　温室効果ガスの排出計画の様式は別途定めるものとします。
(3)　関係法令等の遵守
関係法令及び大阪府が特に指示する事項を遵守してください。
(4)　その他
別途大阪府が指示する事項を遵守してください。


１５．各種優遇措置
　　泉大津フェニックスにおいては、事業内容により各種優遇措置を受けることができる場合がありますので、下記ホームページでご確認ください。
(1)　大阪府（商工労働部成長産業振興室 
国際ビジネス・スタートアップ支援課スタートアップ拠点形成グループ）
　　http://www.pref.osaka.lg.jp/o110030/ritchi/treatment/index.html
(2)　泉大津市（政策推進部市長公室地域経済課）
　　　 泉大津市企業誘致促進に関する条例（平成13年条例第12号）
https://www.city.izumiotsu.lg.jp/section/reiki/reiki_honbun/k208RG00000521.html

１６．お問い合わせ先
○　公募申込書類、申込手続等
大阪港湾局泉州港湾・海岸部 総務振興課　企業誘致担当　電話　0725-21-7203
○　公募用地全般、建築に関する条件等
大阪港湾局泉州港湾・海岸部 事業企画・防災課　地域調整担当　電話　0725-21-7232
○　臨港地区内の規制等（大阪府臨港地区内の分区における構築物の規制等）
大阪港湾局泉州港湾・海岸部 施設管理運営課　　　　　　電話　0725-21-7217



















	○お問い合わせ先一覧
	　
	　

	お問い合わせ内容
	お問い合わせ先
	連絡先

	大阪港湾局との設計協議
	大阪港湾局泉州港湾・海岸部
事業企画・防災課　地域調整担当
	0725-21-7232

	開発行為に関すること
	泉大津市都市政策部建築住宅課開発指導係
	0725-33-1131

	工場立地法に関するお問い合わせ
	泉大津市市長公室地域経済課商工担当
	0725-33-1131

	大阪府景観計画に関すること
	大阪府都市整備部住宅建築局建築環境課
住環境推進グループ
建築企画課調整グループ
	06-6210-9718

	上水道の申込に関すること
	泉大津市都市政策部水道課
	0725-33-1131

	上水道の給配水管の故障・修理等
	泉大津市都市政策部水道課
	0725-33-1131

	排水設備の設置届
	泉大津市都市政策部下水道課
	0725-33-1131

	下水道法に係る届出
	泉大津市都市政策部下水道課
	0725-33-1131

	基準電力の移転申込
	関西電力㈱コールセンター
	0800-777-8810

	電話の申込・お問い合わせ
	ＮＴＴ総合窓口
	116

	環境保全に関すること
	泉大津市市民生活部環境課
	0725-33-1131

	温暖化防止対策に関すること
	大阪府環境農林水産部
脱炭素・エネルギー政策課
	06-6210-9553

	自動車排ガス対策に関すること
	大阪府環境農林水産部環境管理室
環境保全課環境計画グループ
	06-6210-9587

	産業廃棄物処理業、自動車リサイクルの許認可に関すること
	大阪府環境農林水産部循環型社会推進室
産業廃棄物指導課処分業指導グループ
	06-6210-9564

	産業廃棄物全般に関すること
	大阪府環境農林水産部
泉州農と緑の総合事務所環境指導課
	072-439-3601

	一般廃棄物全般に関すること
	泉大津市都市政策部環境課
	0725-33-1131

	消防に関する行政指導等
	泉大津市消防本部警備課
	0725-33-4483
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海　域


護岸

緑地（防潮風林）
汚水管
雨水管
水道管



ア区画（15,000.11㎡）
既設ガス抜き管

汐見沖１号線
イ区画（15,000.05㎡）
※既設ガス抜き管の図面上での位置については、区画の詳細測量の結果、本図の位置からずれる場合があります。


ウ区画（10,000.11㎡）

汐見沖５号線
エ区画（10,000.19㎡）


緑地（防潮風林）


道路 （汐見沖１号線）


道路 （汐見沖5号線（未整備））




現埋立用材運搬用ダンプ走路
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汐見沖１号線
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ウ区画(10,000.11㎡)
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エ区画(10,000.19㎡)
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汐見沖５号線
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道　路　標　準　断　面　図   

汐見沖１号線（21ｍ道路　標準部）
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汐見沖５号線（21ｍ道路　標準部）
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Ⅱ．公募申込書類記入要領

泉大津フェニックスリサイクル関連産業用地の公募申込書、事業計画書については、この要綱の本編及び記入要領に従って作成してください。なお、各項目について、必要に応じて別紙を作成して頂くことも可能です。
公募申込書、事業計画書は、事業者の決定のための資料とする他、協定書締結後の事業者及び事業内容の特定のための資料として使用します。それ以外の目的には使用しません。
ただし、買受予定者決定後、買受予定者の氏名、住所、土地の所在、面積及び当用地で行う事業内容等の詳細は公表されます(「12．府有財産売買契約の締結等 (6)開札結果の公表」を参照願います。 ）。

１．公募申込書
１－１　申込概要（様式１－１）
①　企業名又は代表企業名（個人での申込の場合は氏名を記入。以下同じ。）
・　単独企業（新会社を含む。）の場合は、その企業名、組合・社団等の場合は団体名、２
　者以上の連名による申込（以下「企業グループ」という。）の場合は、代表企業名を記入
　してください。
②　代表者名
・　単独企業、組合、社団等の場合は、代表者名にはふりがなを付し、企業グループの場合は、代表企業の代表者名を記入してください。
③から⑥まで　本社所在地、設立年月日、資本金、主な事業内容
・　単独企業、組合、社団等の場合は、団体の所在地（登記上の住所ではなく、現に本社
が在する住所）、設立年月日、基本財産、主な事業内容を記入してください。
⑦　事業所数
・　事業所数を記入欄に示した地区別に記入してください。
⑧　従業員数
・　従業員数（常勤の役員、常用のパート従業員を含む。）について、記入してください。
⑨　担当者連絡先
・　申込に関する担当者の氏名、所属部署、役職、所在地、電話番号、ＦＡＸ、Ｅメールを
記入してください。

１－２　企業グループ概要（様式１－２） 
※企業グループの場合は、以下の項目を参考にして書類を作成してください。
①　構成企業数
・　企業グループを構成する企業数を記入してください（代表企業を含む。）。
②から⑧まで　企業名､代表者名､本社所在地､設立年月日､業績、自己資本比率､主な事業内容
・　企業グループを構成する各企業（代表企業を含まない。）について、全て記入し捺印
してください。

１－３　事業実績（様式１－３）
※企業グループの場合は、代表企業及び構成企業の全てについて記入してください。
※事業所（工場）が複数ある場合は、事業所ごとに１部作成してください。
①　企業名
・　企業名を記入してください。企業グループの場合は、構成企業ごとにそれぞれ記入してください。
②　現事業所（工場）の概要
・　現在の事業所（工場）の施設及び事業の概要について、記入してください。
③　許可・資格等
・　現事業所での事業内容に対応する許可、免許・資格等があれば、記入してください。
（取得年月日も記載）
④　移転・新規の別
・　現事業所を移転するのか、新規に進出するのか、該当する項目に○をしてください。
⑤　移転又は進出の理由
・　上記理由を具体的に記載してください。

２．事業計画書
２－１　事業概要（様式２－１）
　すべて、公募用地で行う事業（予定）について、記入してください。
①　業種
・　業種について、日本標準産業分類（平成25年10月改定：総務省）に従って記入してください。また、（　　）に細分類番号を記入してください。
②　事業予定の概要
・　事業内容を簡潔に記入してください。
　③　加工等の処理技術の安全性及び信頼性
・　事故防止や処理実績等を踏まえてできる限り具体的に記入してください
（根拠となる資料があれば添付して下さい。）。
④　全体処理フロー図
・　廃棄物等の収集（回収）から製品（再生品等）ができるまでの全体処理フロー図を記載
　してください（添付資料として別紙で提出していただいても結構です。）。
⑤　想定従業員数
・　公募用地で行う事業に必要と想定する従業員数を記入してください。
⑥　原材料（廃棄物等）の種類、量（ｔ／日）、性状、調達先・調達見込み
・　種類：原材料（廃棄物等）の名称を記入してください。
・　量（ｔ/日あるいは㎥/日）：原材料（廃棄物等）の一日当たりの搬入量を種類ごとに記入してください。また、搬入量の算定に当たっての積算の考え方を記入してください。
・　性状：原材料（廃棄物等）の性状を種類ごとに記入してください。
・　調達先・調達見込み：原材料（廃棄物等）の搬入元及び搬入量を種類ごとに記入してく
　　　　　　　　　　　ださい。
⑦　製品の種類、量（ｔ／日）、性状及び利用方法
・　種類：原材料（廃棄物等）を加工（修理及び廃棄物等を解体し売却可能な部品の取り出
しを含む。）することによって得られる製品の名称を記入してください。
・　量（ｔ/日あるいは㎥/日）：製品の一日当たりの製造量等を種類ごとに記入してください。また、製造量等の算定に当たっての積算の考え方を記入してください。
・　性状：製品の性状を種類ごとに記入してください。
・　利用方法：製品の利用方法を種類ごとに記入してください。
⑧　大阪港湾局運営の港湾の利用について
・　公募用地において取扱いを予定している製品の搬出について、大阪港湾局が運営する港湾の利用予定がある場合は記入してください。
⑨　近隣等への対応
・　施設整備や事業実施に当たって、近隣事業者等から寄せられる意見や要望への対応方法や処理体制ついて記入してください。
⑩　事業実施に必要な許可等及びその取得予定
・　事業実施に必要な許可、免許、資格等を記入してください（取得予定年月日も記載）。
　※　事業実施に必要な許可等が契約
⑪　事業スケジュール
・　公募用地に整備する施設の建設着工、建設完了、操業開始のスケジュールについて、　　　　必要な許可取得予定を踏まえ、記入してください。
・　段階的計画の場合は、建設及び操業開始について期別に記入してください。
⑫　特筆すべき事項
・　事業を実施するに当たって特筆すべき事項（ＰＲポイント等）があれば、自由に記入してください。

２－２―①　施設計画（様式２－２）
①　処理（加工）施設の種類、能力
・　原材料（廃棄物等）を製品にするために使用する施設（機械等）の種類ごとに、設置場所、設置台数及び処理能力を記入してください。また、処理能力の算定に当たっての根拠資料を添付書類として提出してください。
なお、設置場所については上記①用途の内容とあわせた記載としてください。
②　緑地面積
・　工場立地法又は泉大津市が制定した条例（11ページ「13.建築に関する条例等 (2)工場立地法」を参照ください。）に規定する緑地面積の合計面積及び緑地率（緑地面積／敷地面積）を記入してください。
③　環境施設面積
・　工場立地法又は泉大津市が制定した条例（11ページ「13.建築に関する条例等 (2)工場立地法」を参照ください。）に規定する環境施設面積の合計面積及び環境施設率（環境施設面積／敷地面積）を記入してください。
④　環境保全対策
・　環境保全や公害防止に関する対策を様式記載の項目別に記入してください。
⑤　埋立ガス対策
・　埋立ガスの発生に伴う事故防止のために行う建物のガス対策について記入してください。また、建築工事中におけるガス対策についても記入してください。
⑥　維持管理・安全対策
・　処理（加工）施設の構造上の安全性、信頼性について記入してください。また操業後の施設の管理運営に当たって不測の事故などを含めた維持管理、安全対策に関する取組も併せて記入してください。
２－２－②　実施体制(組織図)
・　事業計画を遂行していくための組織を図示してください。

２－３　建設概略スケジュール（様式２－３）
・　設計、着工、工事及び操業開始までのスケジュールをフロー図にて示してください。
・　着工に必要な許可等の取得が必要な場合は、許可等取得予定（様式２－１⑩）を踏まえたスケジュールとしてください。
・　特に、設計図面段階においては設計・建築確認申請、工事段階においては基礎工事・建
築工事・設備工事等の各工事段階別に所要月数も含めてフロー図にて示してください。

２－４　土地利用計画図（様式２－４）
※Ａ４版で記載してください。
（施設配置図）
・　敷地全体の施設配置について図示してください。
・　原材料（廃棄物等）、製品等の保管場所や処理（加工）工場を明記してください。
・　道路及び敷地境界線を記入し、そこから建築物の外壁までの距離を記入してください。
・　建築物の主な用途、間口及び奥行の寸法を記入してください。複数棟になる場合は建物ごとに記入してください。
・　敷地への出入口の位置及びその幅員を記入してください。
（立面図）
・　主要な立面で図示してください。複数棟になる場合は建物ごとに図示してください。
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Ⅲ．公募申込書類
１．公募申込書

令和　　年　　月　　日　 

大阪府知事　様

泉大津フェニックス工業用地（リサイクル関連産業用地）公募要綱を遵守し、同用地の分譲を受けたいので、関係書類を添付の上、申し込みます。


（様式１－１）
	１－１　申込概要

	① 企業名
※企業が連合して申し込む場合は代表企業名を記載
※個人の場合は記載不要
	

	② 代表者名 (ふりがな)職・氏名
	　　　　　　　　　　　　 

	③ 本社所在地
	〒

	④ 設立年月日
	

	⑤ 資本金
	

	⑥ 主な事業内容
	

	⑦ 事業所数
	か所［うち大阪府内　　か所］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	⑧ 従業員数
	　　　　　　　人

	⑨ 担当者連絡先
	氏名：
所属部署：
役職：
所在地：〒
電話番号：
Ｆ Ａ Ｘ：
Ｅメール：


〈 添付書類 〉
	（１）誓約書
（２）法人登記事項証明書（法人登記簿謄本）又は住民票
（３）会社概要（パンフレット等）
（４）決算報告書（直近３年分）
	（５）大阪府税事務所（ただし、大阪府税の納入義務がない者に限り、本店所在又は本人在住の都道府県税事務所）の発行する全税目の納税証明書
（６）免許、許可証又は登録証の写し（※）
 (７) 処理（加工）施設の能力の算定根拠資料
（※）は必要に応じて添付してください。



（様式１－２）
	１－２　企業グループ概要

	① 構成企業数
	　　社

	② 企業名
	

	

	③ 代表者名 (ふりがな)
	
	

	④ 本社所在地
	〒


	〒

	⑤ 設立年月日
	
	

	⑥ 業績
(直近年)
	売上高
	百万円
	売上高
	百万円

	
	経常利益
	百万円
	経常利益
	百万円

	
	純利益
	百万円
	純利益
	百万円

	⑦ 直近自己資本比率(自己資本/総資本)
	％
	％

	⑧ 主な事業内容
	



	

	② 企業名
	

	

	③ 代表者名 (ふりがな)
	
	

	④ 本社所在地
	〒


	〒

	⑤ 設立年月日
	
	

	⑥ 業績
(直近年)
	売上高
	百万円
	売上高
	百万円

	
	経常利益
	百万円
	経常利益
	百万円

	
	純利益
	百万円
	純利益
	百万円

	⑦ 直近自己資本比率(自己資本/総資本)
	％
	％

	⑧ 主な事業内容
	



	


※企業グループによる申込の場合のみご記入ください。

（様式１－３）
	１－３　事業実績

	1 企業名
	

	②現事業所
（工場）
の概要
	所在地
	


	
	敷地面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	施設の構造
及び延床面積
	
　　　　　　　　　　造　　　　　　　　階

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡


	
	業種・内容
	




	③ 許可・資格等
取得年月日
	




	④ 移転・新規の別
	移　　転　　・　　新　　規

	⑤ 移転の理由
	















２．事業計画書
（様式２－１）
	２－１　事業概要

	① 業種
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

	2 事業予定の概要
	

	3 加工等の処理技術の安全性及び信頼性
	

	④ 全体処理
フロー図
	

	⑤ 想定従業員数
	人(うち新規雇用　　　　　人)

	⑥ 原材料（廃棄物等）の種類、量（ｔ/日）、性状、調達先・調達見込み
	種類


	
	量（ｔ/日あるいは㎥/日）※算定根拠を記載すること


	
	性状


	
	調達先・調達見込み


	⑦ 製品の種類、量（ｔ/日）、性状及び利用方法

	種類・性状



	
	量（ｔ/日あるいは㎥/日）※算定根拠を記載すること



	
	性状



	
	利用方法



	⑧ 大阪港湾局運営の港湾の利用について
	






	⑨ 近隣等への対応
	






	⑩ 事業実施に必要な許可等及びその取得予定
※できるだけ具体的に
	






	⑪ 事業ｽｹｼﾞｭｰﾙ
	建設着工
	建設完了
	操業開始

	
	

	

	


	⑫ 特筆すべき事項
	









　（様式２－２）
	２－２－①　施設計画

	① 処理（加工）施設の種類、能力
	施設の種類
	設置場所
	台数
	能力（※算定根拠資料を添付）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	② 緑地面積（㎡）
（緑地率〔％〕）
	  ㎡
（　　　　  　％）
	③ 環境施設面積（㎡）
（環境施設率〔％〕）
	  ㎡
（　　　　  　％）

	④ 環境保全対策
	水質汚染
	


	
	大気汚染
	


	
	悪臭
	


	
	騒音
	


	
	振動
	


	
	飛散流出
	


	
	地下浸透
	


	⑤ 埋立ガス対策
	

	⑥ 維持管理・安全対策
	

	２－２－② 実施体制(組織図)

	







（様式２－３）
	２－３　建設概略スケジュール

	









 











（様式２－４）
	２－４　土地利用計画図（施設配置図及び立面図）

	






































誓　約　書

私は、大阪府が実施する「泉大津フェニックス工業用地（リサイクル関連産業用地）」の事業者募集の申込に当たり、次の事項について誓約・同意します。

１　暴力団の排除に関する措置事項はい・いいえ
はい・いいえ

	1. １
	私及び当団体に属する役員は、大阪府暴力団排除条例（平成22年大阪府条例第58号）第2条第2号及び第４号に掲げる者のいずれにも該当しません。
	

	2. ２
	私は、大阪府暴力団排除条例第2条第2号及び第4号に掲げる者の該当の有無を確認するため、大阪府から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。また、役員に変更が生じたときも同様に速やかに提出します。
	
はい・いいえ

	3. ３
	大阪府が本誓約書その他の大阪府に提出した書面等を、大阪府が大阪府警察本部へ提供することに同意します。
	はい・いいえ



	4. ４
	大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則(令和2年大阪府規則第61号)第8条及び第10条に規定する事項について、遵守します。
	はい・いいえ



	5. ５
	　 私は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第2号に規定する暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある団体等であることが指定されている者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、これらの用に供されることを知りながら、所有権を第三者に移転し又は売買物件を第三者に貸してはならないことに同意します。
	　　



２　契約に関する事項
	1.
	事業実施に際し、公募要綱、その他関係法令等を全て遵守します。また、公募要綱に定める要件を備えていないと認められる場合は、いかなる指導、勧告を受けても従います。
	はい・いいえ


	2.
	事業実施に関する隣接土地所有者、地域住民及び関係機関との調整については、全て私が行います。
	はい・いいえ



	3.
	買受予定者による主な事業内容を大阪府のホームページ等において、公表されることに同意します。
	はい・いいえ




※誓約・同意事項を確認し、はい・いいえ　のどちらかを〇で囲んでください。

令和　 年　 月　 日
大阪府知事 様
住所（所在地）
(ふりがな)
氏　　名
法人名
代表者氏名　　
生年月日　　

府有財産売買に関する協定書

　大阪府（以下「甲」という。）と＜買受予定者＞（以下「乙」という。）は、府有財産売買のため、次のとおり協定を締結する。

（売買契約）
第１条　甲及び乙は、　年　　月　　日（以下「契約期日」という。）までに、甲が所有する次の土地（以下「本件土地」という。）の売買契約（以下「本契約」という。）を締結する。
　　所 在 地　　　大阪府泉大津市夕凪町13番３
　　地　　目　　　雑種地（公簿）
　　面　　積　　　15,000.05㎡（実測）
　　売買価格　　　＜入札価格＞

（買受予約金）
第２条　乙は、買受予約金として＜入札保証金相当額＞を、協定の締結と同時に甲に納付しなければならない。
２　入札時に納付した入札保証金は、買受予約金に充当するものとする。
３　買受予約金は、本契約締結時における売買代金に充当する。
４　買受予約金には利息は付さない。

（進捗状況の報告）
第３条　乙は、環境・都市計画関係等の手続の進捗状況について、適宜甲に報告するものとする。

（協定の解除及びその効果）
第４条　甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、協定を解除することができる。
(1)　乙が、正当な理由なく契約期日までに本契約を締結しないとき。
(2)　天災地変等により、乙が申込書に記載した用途に本件土地を使用することができなくなったとき。
(3)  その他やむを得ない事情があると甲が認めるとき。
２　協定が解除されたときは、買受予約金は甲に帰属する。ただし、前項第２号及び第３号(乙の帰責によらない場合に限る。)に掲げる事由に該当するときは、乙に返還する。また、乙に対する買受決定（令和○○年○月○○日付け府港第○○○号）も取り消されたものとする。

（疑義等の決定）
第５条　協定に定めのない事項及び協定に疑義が生じたときは、甲乙協議の上、これを定める。




　協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印し各自その１通を保有する。


　令和　　年　　月　　日


　　　　　　甲　　　大　阪　府
　　　　　　　　　　　　大阪府知事　　　　　　　　　  　　　


　　　　　　乙　　（住　　所）
　　　　　　　　　（会 社 名）
　　　　　　　　　（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　

府有財産売買契約書

　売払人大阪府（以下「甲」という。）と買受人　　　　　（以下「乙」という。）は、泉大津フェニックス工業用地（以下「本件用地」という。）内の土地につき、次のとおり売買契約を締結する。

（信義誠実の義務）
第１条　甲及び乙は、信義に従い、誠実にこの契約を履行しなければならない。

（売買物件）
第２条　売買物件は、末尾記載のとおりとし、別紙実測図面のとおりとする。

（売買代金）
第３条　売買代金は、金　　　　　　　円とする。

（支払方法）
第４条　乙は、前条に定める売買代金を甲の指定する期日までに、甲が発行する納入通知書により、甲に支払わなければならない。
２　乙が甲に対し納入済みの買受予約金　金　　　　　　円については、前条の売買代金に充当するものとして、乙は残額　金　　　　　円を甲の指定する期日までに、甲が発行する納入通知書により、甲に支払わなければならない。

（所有権の移転及び登記嘱託）
第５条　売買物件の所有権は、乙が売買代金の支払を完了した時に、乙に移転したものとする。
２　乙は、前項の規定により売買物件の所有権が移転した後速やかに、登記に必要な書類を添え、甲に対し所有権移転の登記を請求するものとし、甲は、乙の請求により遅滞なく所有権の移転登記を嘱託するものとする。ただし、同所有権移転登記に係る費用は乙が負担するものとする。

（売買物件の引渡）
第６条　甲は、前条第１項の規定により売買物件の所有権が移転した時をもって、現状有姿のまま売買物件を乙に引き渡したものとする。

（売買物件の甲の使用等）
第７条　甲は、売買物件の引渡後、本件用地の整備を進めるため必要とするときは、売買物件を無償で使用することができる。
２　前項の規定により甲が売買物件を使用する場合は、あらかじめ乙に使用の目的、期間及び範囲を通知するとともに、甲乙協議の上必要な調整を行うものとする。
３　乙は、電気、ガス、水道その他の供給事業者が供給施設の設置、管理のために売買物件を使用する必要が生じた場合、これに協力しなければならない。

（危険の移転及び契約不適合責任等）
第８条　この契約締結の日から売買物件の引渡の時までの間において、乙の責めに帰することのできない理由により、売買物件に滅失、き損等の損害を生じたときは、その損害は甲が負担する。
２　乙は、売買物件の引渡後、売買物件が数量の不足、本物件内に地中埋設物、これに類するもの（コンクリート塊・鉱さい、混合廃棄物、地盤強化剤、仮設道路整備に伴う路盤材及び設置物を含む）、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）施行規則及び大阪府生活環境の保全等に関する条例（平成６年大阪府条例第６号）施行規則に規定される指定基準値を超過する土壌等の存在その他契約の内容に適合しないことを理由として、履行の追完の請求、売買代金の減額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができない。ただし、甲が知りながら告げなかった内容については、この限りでない。
３　乙は、本件土地に地中埋設物が埋存されている可能性及び土壌汚染対策法施行規則に規定される特定有害物質の要件並びに大阪府生活環境の保全等に関する条例施行規則に規定される管理有害物質の要件を超える土壌の存在の可能性を承知の上、本契約を締結する。
４　前項に規定する地中埋設物及び土壌については、乙の責任と費用において処理を行う。

（公租公課の負担）
第９条　売買物件の所有権移転の日以後に、売買物件に賦課される公租公課については、全て乙が負担する。

（指定用途）
第10条　乙は、売買物件において、公募申込書類における事業計画書に記載の用途（以下「指定用途」という。）に供し、事業を誠実に実施しなければならない。
２　乙は、売買物件の所有権を取得した日から２年を経過した日（以下「指定期日」という。）までに、指定用途の操業を開始しなければならない。
３　乙は、売買物件の所有権を取得した日から10年間（以下「指定期間」という。）、指定用途に供しなければならない。
４　乙は、事業実施に当たっては、大阪港湾局が運営する港湾の利用に努めなければならない。

（指定用途等の変更と解除）
第11条　乙は、売買物件の全部又は一部について、やむを得ない理由により次の各号のいずれかに該当する行為をする場合には、理由を付した書面をもって、甲に90日前までに申請し、その承認を受けなければならない。ただし、前条第２項に定める指定期日までに操業を開始していない場合においては、指定期日の90日前までに甲に申請し、その承認を受けなければならない。なお、甲は、90日以内に承認の可否を判断する義務を負うものではなく、乙は承認前に次の各号のいずれかに該当する行為を行ってはならない。
(1)　前条第１項に定める指定用途の変更若しくは解除
(2)　前条第２項に定める指定期日の変更
(3)  第13条に定める所有権の移転等若しくは合併の禁止の解除
(4)  第14条に定める買戻特約の解除

（使用上の義務等）
第12条　乙は、本件土地において事業を行う場合は、次の各号を遵守しなければならない。
(1)　当該事業に必要な免許、許可等を取得するとともに、関係法令や要綱等を遵守すること
(2)　公害の防止や環境保全等に関し、関係機関と十分協議を行うとともに、関係法令や要綱等の定めに従い、必要かつ十分な措置を講じること
(3)　周辺の良好な環境の維持に努めるとともに、他の区画の事業者と相互に協力すること
(4)　埋立ガスの発生に伴う事故防止のため、事前に甲と十分協議した上で必要なガス対策を実
施すること。また、このガス対策は、第10条第１項の指定用途の一部とみなし、変更する場合は、前条の指定用途等の変更とみなす。
　　なお、甲はガス対策に係る責任を一切負わない。
(5)　売買物件内に設置されているガス抜き管を撤去しないこと。ただし、甲の承認を得た場合は、この限りでない。
(6)　ガス対策は、安全が確保されるまで実施すること。

（転売等の禁止）
第13条　乙は、指定期間内において、甲の承認を得ないで、売買物件について売買、贈与、交換、出資等による所有権の移転若しくは当該物件に地上権、貸借権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定（以下「所有権の移転等」という。）をし、又は合併をしてはならない。

（買戻権の行使）
第14条　甲は、乙が売買物件の所有権を取得した日から次項に定める買戻期間満了の日までの間において、甲の承認を得ないで、売買物件について次の各号のいずれかに該当する行為をした場合には、売買物件の買戻しをすることができる。
(1)　指定期日までに指定用途の操業を開始しなかったとき。
(2)　指定用途に供しなくなったとき又は指定用途以外の用途に供したとき。
(3)　前条に定める所有権の移転等の禁止の義務に違反し、又は合併をしたとき。
(4)　その他本契約条項に違反したとき。
２　買戻しの期間は、乙が売買物件の所有権を取得した日から10年間とする。
３　甲は、第１項に定める買戻権を行使するときは、乙が第22条に定める義務を完全に履行した後、乙が支払った売買代金を返還する。ただし、当該売買代金には利息を付さない。
４　甲は、買戻権を行使するときは、乙の負担した契約の費用は返還しない。
５　甲は、買戻権を行使するときは、乙が支払った第20条に定める違約金、第24条に定める損害賠償及び乙が売買物件に支出した必要経費、有益費その他一切の費用は償還しない。

（買戻しに関する登記）
第15条　甲は、前条に定める買戻権を行使したときは速やかに買戻しを原因とする所有権移転登記を嘱託するものとする。この場合において、乙は、甲が当該登記に必要とする書類等を速やかに提出し、甲が作成した所有権移転登記承諾書及び登記原因証明情報に署名押印しなければならない。また、当該登記に必要となる費用は乙が負担するものとする。
２　乙は、買戻期間満了後、買戻特約登記の抹消を希望するときは、抹消登記に必要な書類を添えて、甲に書面で申し出なければならない。その場合に必要な費用についても乙が負担するものとする。

（実地調査等）
第16条　甲は、指定期間が満了するまでの間、売買物件について随時その使用状況を実地に調査し、乙に対し必要な報告又は資料の提出を求めることができる。この場合において、乙は、その調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。
２　乙は、売買物件を指定用途に供したときは、速やかに現況写真並びに土地及び建物の登記事項証明書等を添え、甲にその旨報告しなければならない。
３　乙は、指定用途に供すべき期間が満了したときは、速やかに現況写真、登記事項証明書等を添え、甲にその旨報告しなければならない。

（遅延利息）
第17条　乙は、第３条に定める売買代金を甲が定める支払期限までに支払わなかったときは、その期限の翌日から支払った日までの日数に応じ、遅延利息として当該金額につき年３パーセントの割合で計算した金額（500円未満を除く。）を甲の発行する納入通知書により、甲に支払わなければならない。ただし、大阪府財務規則に定める違約金利率に改定があったときは、改定後の利率による。

（公序良俗に反する使用等の禁止）
第18条　乙は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条
第２号に規定する暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある団体等
であることが指定されている者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、これら
の用に供されることを知りながら、第13条に掲げる行為をしてはならない。

（契約の解除）
第19条　甲は、乙が次のいずれかに該当する場合は、この契約を解除することができる。
(1)　乙が、この契約に定める義務を履行しないとき
(2)　乙が、大阪府暴力団排除条例（平成22年大阪府条例第58号）第２条第２号及び第４号の規定に該当する者と認められるとき

（違約金）
第20条　乙が、次の各号のいずれかに該当する場合は、乙は甲に対し、甲の請求により、違約金として金＜売買代金の30％相当額＞円を、甲の指定する期間内に支払わなければならない。
(1)　第10条に定める指定用途に供する義務に違反したとき
(2)　第13条に定める所有権の移転若しくは合併の禁止の義務に違反したとき
(3)　第14条の規定により甲が売買物件を買い戻したとき
(4)　前条の規定により甲がこの契約を解除したとき
２　前項の違約金は、第24条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。

（返還金等）
第21条　甲が、第19条に定める解除権を行使するときは、乙が第22条に定める義務を完全に履行した後、甲は乙に対して、乙が第３条の定めにより支払った売買代金を返還する。ただし、当該返還金には利息を付さない。また、その際、乙は自らが負担した契約の費用及び売買物件に支出した必要経費、有益費その他一切の費用を甲に請求することができない。

（原状回復）
第22条　乙は、甲が第14条に定める買戻権を行使するとき又は第19条に定める解除権を行使するときは、甲の指定する期日までに、次の各号に定める事項を実行しなければならない。
(1)　売買物件について設定された抵当権、その他当該物件の完全な所有権の行使を妨げる負担
を消滅させること。
(2)　甲名義に所有権移転登記をするための登記承諾書を甲に提出すること。なお、甲名義に所有権を移転するために必要な登記費用等は、すべて乙の負担とする。
(3)　売買物件に存在する乙が設置した建物及びその他の工作物等を収去したうえで甲に返還す
ること。ただし、甲が原状に復する必要がないと認めたときは、乙は、甲に対し現状のまま返還することができる。
２　前項第３号ただし書により、売買物件を返還したときは、当該売買物件内に残置したものの所有権はすべて甲に帰属する。なお、これにより、乙が損害を被っても甲に対して一切の請求をすることができない。
３　乙は、第１項第３号ただし書の場合において、売買物件が滅失又はき損しているときは、その損害賠償として、減損額に相当する金額を甲に支払わなければならない。また、乙の責めに帰すべき事由により甲に損害を与えている場合には、その損害に相当する金額を甲に支払わなければならない。

（損害賠償）
第23条　乙は、この契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、第20条に定める違約金に加えて、その損害を賠償しなければならない。

（返還金の相殺）
第24条　甲は、第21条の定めにより売買代金を返還する場合においては、次の各号の合計額を返還金から控除して返還するものとする。なお、控除できない金額がある場合は、乙は甲に対して別途これを支払わなければならない。
(1)　第20条に定める違約金
(2)　第22条第１項第２号に定める登記費用等
(3)　第22条第３項に定める損害賠償金
(4)　前条に定める損害賠償金

（費用の負担）
第25条　この契約の締結及び履行並びに所有権移転登記及び買戻権の付記登記及び抹消登記等に関して必要な一切の費用は、すべて乙の負担とする。
（法令等の規制の遵守）
第26条　乙は、売買物件の法令等の規制を熟知の上、この契約を締結したものであることを確認し、当該物件を利用するに当たっては、当該法令等を遵守するものとする。

（専属的合意管轄裁判所）
第27条　この契約に関する一切の紛争（裁判所の調停手続きを含む。）は、大阪地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（疑義等の決定）
第28条　この契約に定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協議の上、これを定めるものとする。


　この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各1通を保有する。



　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　甲　　大阪府
　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府知事　　　　　　　　　　　　㊞


　　　　　　　　　　　乙　　（所在地）　
　　　　　　　　　　　　　　（名　称）　
　　　　　　　　　　　　　　（代表者）　　　　　　　　　　　　　　㊞


土　　地　　の　　表　　示
	所　　　　在
	地　番
	地　目
	面　　　　　　　積

	
	
	公 簿
	現 況
	公　簿　㎡
	実　測　㎡

	泉大津市夕凪町
	13番3
	雑種地
	宅地
	15,000
	
	15,000
	05

	合　　　　　　計
	15,000
	
	15,000
	05






３０


泉大津駅
泉北５区


なぎさ町
南海本線
府営
なぎさ住宅
泉大津ＰＡ
阪神高速湾岸線

←大阪
府道堺阪南線


←小松埠頭


大阪港湾局
泉州港湾・海岸部総務振興課
府道大阪臨海線


シャトルバス
乗り場


堺泉北港
ポートサービス
センタービル10F


戎町
港



和歌山→





大阪港湾局泉州港湾・海岸部総務振興課
〒595-0055
泉大津市なぎさ町６番１号（堺泉北港ﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ10F）
ＴＥＬ：0725-21-7203 ＦＡＸ：0725-21-7259
https://www.pref.osaka.lg.jp/soshikikarasagasu/bu_kowan/index.html

●堺泉北港ポートサービスセンタービルへは、
南海本線泉大津駅よりシャトルバスをご利用ください
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